
令和 7年度 (2025年度)事業報告書
令和 7年 (2025年)4月 1日 から令和 8年 (2026年)3月 31日 まで

特定非営利活動法人 B日ヽテレコム支援協議会

1.事業の成果
国際的には中東の軍事衝突やウクライナ戦争の長期化により地政学的緊張が高まり、エネルギ

ー・食料価格の上昇を通じてインフレ圧力が強まっている。また、貿易摩擦や国際秩序の分断によ

り、世界経済は成長を維持しつつも減速傾向にある。他方、人工知能を巡る競争が新たな成長要因

となっている。国内では物価上昇の影響はあるものの、賃上げや政策対応により個人消費は底堅

く、景気は緩やかな回復基調にある。一方、海外情勢の影響には引き続き注意が必要である。

2025年度もBInヾ としては、国内外の役職員やボランティア、関係者等の安全を第一に、「ICTを

活用し、NGOの立場からSDGs達成に寄与する」という中長期目標のもと、①生活向上のための支
援、②緊急時の人道支援、③人を育てる支援の三本柱を推進した。また、事業の質の向上とファン

ドレイジング強化を両輪とし、ミャンマー事業のリスクに対応しつつ、新規事業開拓と人材確保に

も注力した。

社会開発支援事業 :外務省補助金を活用したミャンマー・ユーヤワディ地方域案件は、事業再

開後は順調に推移し、2鯰6年 6月 の完了を目指している。APT案件については、フィリピン

及びマーシャル諸島向け遠隔医療案件が採択され、ЛCA課題別研修の一部を受託した。国内
では、国内災害 ICT支援活動拠点ネットワーク事業を継続実施 し、ジャパン・プラットフォー

ム (PF)助成金を活用した能登半島地震被災者支援事業を実施した。｀

緊急人道支援事業 :2025年度内の事業実施はなかったが、平時より情報交換やネットワーク構

築に努めた。

人材育成事業 :BⅢヽ人材育成プログラムは、第 26回後期研修を 10月 に日本で実施し、第 27

回前期研修を 2月 ～3月 にマレーシア・マルチメディア大学 (MMU)と連携してリモー ト実施
した。APT研修も受託でき、2月 ～3月 に日本にて対面型研修を実施した。桑原基金寄付講座
は、電通大での前期・後期講座をハイプリッド形式にて実施 した。奨学金制度は、第四期奨学

生が政策研究大学院大学 (GIuPS)で修士号を取得して帰国し、第六期に向けてはバングラデ
シュから1名 が GRIPSに 、フィリピンから 1名が一橋大学ビジネススクール OUB)に合格
した。

組織運営に関しては、2025年 5月 に N口l上野ビルの執務スペースを半減し、2026年 1月 に Nl]『

駿河台ビルに事務所を移転したことで賃料削減を実現した。また、経営課題の整理と今後の運営方

針の検討を継続すると共に、DX推進、情報セキュリティ強化、AIの戦略的活用にも取り組んだ。

2025年度決算は、経常収益 451,351千 円 (予算比 98%)、 経常費用 426,761千 円 (予算比 96%)、

当期経常増減額 24,590千円 (予算比+8,477千円)、 当期正味財産増減額 24,627千円 (予算比+8,584

千円)、 次期繰越正味財産額 231,196千 円となった。



2.事業の実施に関する事項
(1)特定非営利活動に係る事業
I.生活向上のための支援 (社会開発支援事業)
A.海外案件
1.ミ ャンマー・エーヤワデイ地方域ラプッタ郡の防災支援及び保健衛生意識向上事業
本事業は、当初予定より約 8か月遅れとなる 2025年 5月 19日 に開始許可を取得した。その後

は概ね順調に進捗したが、軍政による総選挙の実施計画が公表され、日本国大使館から治安上

の理由により、2025年 12月 中旬までに主要インフラ整備を完了するよう指導を受けた。

このため、設置工事期間を前倒 しし、学校において視聴覚機器の操作に不慣れなことに起因す

る不具合が一部で発生した。総選挙終了後は、操作手順書の整備を行 うと共に、モニタリング

と併せて関係者立会いのもと機器の再点検を実施し、道切な運用の確保に努めた。

2026年 6月 に活動報告会を実施した上で終了する計画である。現地からは事業継続への強い要

望が寄せられ、BⅢヽのシステムは高い評価を得ており、次期事業提案を行 う予定である。

2. 2虹'T(Asi3‐P“iiC Tel∝Ommunity:アジア
。太平洋電気通信共同体)社会開発支援事業

劇r上金田壼五規菫菫盟拓
昨年度に完了したミクロネシア連邦での医療 ICT事業を基盤 とし、他の島しょ国・地域への横

展開を推進している。その一環として、同事業で構築した人脈を活用した「マーシャル諸島共

和国における地域連携型遠隔医療事業」及び、1月 実施のЛCA課題別研修において形成したネ
ットワークを活かした「フィリピン過疎地域におけるICT活用による情報 。医療格差是正事

業」の計 2件を提案し、いずれも 12月 に採択された。

各事業の予算規模は約 USD59,000で ある。両事業とも3月 までにキックオフ会議を開催し、事

業概要及び実施方針について関係者間で認識の統一を図った。

3. フィリピン 支援事業

イフガオ大学との協力・交流に関するMOUに基づき実施している「B皿 講ヽ義ビデオ提供」事
業については、第 2期を2025年 4月 から7月 にかけて実施し、登録者 87名 に講義ビデオを提

供した。第 3期は2026年 2月 より登録を開始している。
「小学校デジタル算数授業」事業については、アプリ開発を担うEdT∝h企業の稼働状況等の

影響により、2025年度中の現地導入研修の実施が困難となった。このため、2025年 5月 末に

イフガオ州教育省及びイフガオ大学と協議を行い、今後の対応を検討した。その結果、2026年

2月 にオンライン・デモンス トレーションを実施し、2026年度中の導入研修開始に向けて、

2026年 4月 に公的機関へのファンド申請を行うことで認識を共有した。

4.ЛC生課匿E堕匪豊_2塑」と
昨年度に引き続き、香川大学がЛCAよ り課題別研修 (遠隔医療)を受託し、BIDJに対して研

修実施支援の依頼があった。本研修には 8ヶ 国から10名 の医療関係者が参加 し、11月 26日 か

ら 12月 ll日 まで、東京及び高松において研修が実施された。BINは、東京地区におけるシラ
バス検討及び講師手配、研修実施時の帯同 (2名派遣 )、 並びに高松での帯同 (1名 )による支

援を行った。

昨年度の研修では、研修を通じて構築した人脈を活用し、APTフ ィリピン提案の実現に繋がっ

た実績がある。今回の研修においても、フィジーからの研修生との人脈構築が図られており、

2026年度の APT提案に向けて検討を進めていく。

，
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B。 国内案件

1.国壼:災宣」El■茎1園理塑L墨主と二堕二2豊整
。 本事業は2019年度に開始した自主事業であり、既設の現地事務所 (官城、熊本、広島)の活
動継続を図ると共に、近接地域において発生する国内災害への即応体制の維持を目的とする。

また、各地域の支援活動で得られた知見及びノウハウをデジタル化し、南海 トラフ巨大地震、

首都直下地震、日本海溝・千島海溝沿いの巨大地震等の大規模災害に備えるものである。

・ 2024年 4月 以降は、新設した北陸事務所が担当する令和 6年能登半島地震被災者支援事業に対
し、広島事務所が全体の統括機能を担い、広域災害における後方支援及び情報通信技術機能の

整備活動を継続している。宮城及び熊本事務所については、2026年 3月 末をもって従来の事業

活動を終了し、今後の災害発生時に即応可能な待機体制へ移行したものである。

2.全型 6年並登土星塾圧被基童重壺重瑳
。 2024年 1月 1日 に発生した能登半島地震と9月 20日 の奥能登豪雨の被災地において、石川県
内の大規模仮設住宅団地・集会所 12ヶ所に開設したBINパソコンコーナーを拠点とし、シニ
ア向けスマホ教室を軸に、ICTを活用した被災地コミュニティの円滑化・活性化に向けた取り

組みを継続した。珠洲市からの要請に基づき、2ヶ所に臨時パソコンコーナーを開設すると共

に、移動型スマホ教室、珠洲市 DX推進室と連携したスマホ教室を実施した。オンラインを活
用した被災地間・被災地内ネット交流会を組み合わせた活動も展開している。

・ 2025年 10月 31日 には、PFの広報サイト「ソーシャルグッドタイムズ」に、BⅢヽの国内災
害被災者支援活動を紹介する特集記事「ICTを活用 シニアを被災地の主役に」が掲載された。

Ⅱ.緊急時の人道支援 (緊急人道支援事業)
・ 2025年度中の緊急人道支援事業の実施はなかったが、新たな国内大規模災害発生時に迅速に対

応できる体制を確保するため、JPF国内災害ワーキンググループ等に所属し、関連諸機関との

情報交換及びネットワーク構築に努めた。

IⅡ。人を育てる支援 (人材育成支援事業)

1.IN△ 埜宣盛∠二∠2上
。 第 26回後期研修は、2025年 10月 3日 から 17日 まで海外産業人材育成協会 (AOTS)東京研修
センターにおいて実施した。参加者は8ヶ国 9名 (バングラデシュ、カンボジア、インドネシ

ア、ラオス、ミャンマー、フィリピン、ウズベキスタン各 1名、スリランカ 2名 )である。
・ 第 27回前期研修は、MMUへ委託しオンライン方式により2025年 2月 27日 から3月 23日 ま
で実施した (参加者 9ヶ国 9名 )。 従来は専門分野別に講義を受講していたが、幅広い知識の

習得を目的として概要部分を共通化し、一部講師の見直しも行った。
。 また、「BⅢヽ人材育成プログラム28年の成果を踏まえて」と題し、2026年 1月 19日 に開催し
た第 15回活動報告会において成果報告を実施した。

2. APH4コ整
・ 本事業は、①アジア太平洋地域におけるICT分野の中核人材の育成、②ICT活用による域内の

社会経済課題の解決、を目標とする。以下を骨子とする案が2025年 7月 14日 に採択された。

① アジア太平洋地域諸国におけるSDGs達成、都市部と地方との情報格差解消等の諸課題に効率
的に対処するため、最新のICT活用方策に関する講義を実施する。

② 最新のICT・ デジタル化による社会経済への影響について知見を深める講義を採り入れる。
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これに基づきAPTが決定した研修生 (10カ 国 12名 )に 2026年 2月 25日 から3月 5日 まで研

修を東京にて対面形式で実施 した。研修生の事後所感では、技術的 。政策的に有意義な内容と

の評価を得ており、今後の研修継続への期待が感 じられた。

3.ⅢN桑原基金壺壁譴座
本年度も前半に「持続可能な開発目標を支える情報通信論」、後半に「国際科学技術コミュニ

ケーション論」と題した講座を、対面及びオンラインの併用方式により電気通信大学にて実施

した。対面登録受講生は前期 52名 (う ち留学生 22名 )、 後期 28名 (同 Z名 )であった。ま
た、技術見学会として前期 (3月 6日 )に情報通信企業の研究施設 (調布市)及び食と農に関

する科学館 (筑波研究学園都市)を、後期 (12月 26日 )には同研究施設及び科学館 (江東

区)を訪問した。参加者はいずれも約 15名 であり、概ね好評であった。
2026年度は本寄付講座の最終年度となるが、受講生発表会の時間配分等の一部見直しを行い、

これまでと同様の講義及び見学会を実施する予定である。

4.理型墨原.基金壁生劃重
第四期奨学生 (カ ンボジア出身)は、2025年 9月 に政策研究大学院大学 (GRIPS)の公共政策

修士課程 (1年コース)を修了し帰国した。帰国前には、奨学金基金提供者の桑原顧間を交

え、BⅢヽ幹部参加のもと留学報告を実施した。

第二期奨学生候補として選定した 2名は、一橋大学ビジネススクール (HUB)の入学審査にお

いて不合格となったため、当該期の奨学生はいない。

第六期奨学生は 2名である。候補として選定していたバングラデシュ 2名のうち 1名は GRIPS

に合格し、1名 は不合格となった。また、フィリピンの候補者 1名 はⅢBに合格したものであ
り、同校への合格は初である。

IV.事業の質の向上

事業推進ユニット

浅草橋 。銀杏岡人幡神社で開催された「ラジオ宝探しイベン ト」、川崎市主催「こどものまち

ミニカワサキ 2025」 における子ども主体の「ミニ FMラ ジオ局」、同神社の夜市「おばけ市」

での宝探し企画、並びに、横浜消防局出初式における危機管理室ブース等に参画・支援し、防

災の観点から地域住民にラジオに触れる機会を提供した。

長野県上田市から、コミュニティ活性化手段としてのミニ FM局活用に関する相談を受け、
BⅢ 保ヽ管の放送機材を提供すると共に、可聴範囲の調査を実施し、オンラインによる技術的支

援を行った。

(2)そ の他事業
。 当該年度は実施なし。

。業務運営に関する事項

量錘L理墜全
以下に記す通り、総会と理事会を開催した。

１

．
　

．

■
″
　

一■

総会 。理事会 開催日 承認議案

第 111回理事会 2025年 6月 13日 ①顧問。参与の委嘱、②総会提出議案

第 27回総会 2025`■ 6′月 20日 ①2024年度事業報告。決算報告、②役員人事

第 112回理事会 2025年 7月 1日 ①役職役員人事、②役員報酬の支給
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第 113回理事会 2025`宇:9′月 19日 ①2025年度事業報告 (4月 ～8月 )。 収支見込み、②役員

人事、③参与の委嘱

第 114回理事会 2025`年112月  19 日 ①2025年度事業報告 (9月 ～11月 )。 収支見込み、②事

務所移転に伴う臨時総会の開催・総会提出議案

臨時総会 2025年 12月 26日 ①定款の一部改正

第 115回理事会 2026年 3月 19日 ①2025年度事業報告 (12月 ～2月 )・ 収支見込み、②

2026年度事業計画・収支予算

2.担盤運営
。 日本 InJ協会賞 (功績賞)を が受賞した。

・ 2024度収支状況悪化等に鑑み、2025年 4月 ～6月 の役員報酬の支給を停止した。また、2025

年 5月 にNTr上野ビルの執務スペースを半減化し、2026年 1月 23日 にはNTr上野ビルから
N口:駿河台ビルヘと事務所を移転した。これにより事務所賃料の半減化が実現した。
・ 幹部会を中心に、中長期視点に立ったЫNの経営課題の洗い出しと今後の運営方針について
の議論を継続した。DX推進や情報セキュリティ対策強化、AIの戦略的活用について継続して

取り組んだ。

・ 2026年 3月 末現在、個人会員は正会員 96名、賛助会員 31名、法人会員は正会員 36社、賛助

会員 6社となっている。

3. コンプラ アンス

2025年度において、コンプライアンス規程に違反又は逸脱するおそれのある行為は認められな

かった。

コンプライアンス研修については、新規活動者 6名に対しコンプライアンス教育ビデオの視聴

により実施 し、年度末時点で全活動者 (61名 )が受講済みである。
2025年 6月 9日 、外部専門家 (弁護士)の参加のもとコンプライアンス委員会を開催 し、コン

プライアンスを取り巻く状況及び今後の施策について確認した。

今後も組織内のコンプライアンス意識向上を図るため、引き続き研修を実施すると共に、全体

連絡会議等を通じて規程及び相談窓日の周知を行 う。

4.財務基盤強化・ファンドレイジング
Nl■]グループ各社より多額のポイン ト寄付を受領 した。当該寄付は、ポイント利用を通じた社

会貢献として位置づけられており、安定した寄付財源の確保に寄与するものである。

エックスモバイル社より多額の寄付を受領した。同社からは 2015年以降寄付をいただいてお

り、2019年からはコーズ 。リレーテッド・マーケティングとして実施されてきた。2026年 2

月 10日 には理事長及び広報 。ファンドレイジング担当者が同社を訪問し謝意を伝達した。

アスタス社が提供する寄付仲介プラットフォームを活用し、複数の寄付先に分配可能な寄付サ

ービスの利用を 2025年 7月 より開始した。本サービス導入により、個人寄付者が自らの意思

で寄付先を選択し易い環境を整備 した。

童全童■ 重璽盤理
ボランティア保険の加入者リストについて点検を実施し、全対象者が適切に加入していること

を確認した。また、緊急時における家族連絡先について、全対象者への確認を行い、変更が生

じている場合には連絡の可否を含めて確認した。
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当該期間中に新たに加入した者に対しては、安全管理に関する説明会を実施し、安全意識の徹

底を図った。併せて、新規加入者に係るボランティア保険の手続きについて、所管の社会福祉

協議会への届出先の変更を行った。

更に、2026年 4月 1日 以降の対象者全員に係るボランティア保険の加入手続きを、3月 下旬に

所管の社会福祉協議会へ申請した。

6.広塁上壁菫置重 ・

・ 継続的な活動として、ウェプサイ トやメールマガジン、SNS等での活動レポー トとお知らせ
の掲載及び情報発信 (適宜)、 クロスロードの発行 (5月 、12月 )、 通信興業新聞「BⅢ 会ヽ員

レポー ト」掲載 (毎月)、 グローバルフェスタJAPりN2025への出展 (9月 )、 BHヽ 紹介ビデオ
の更新 (7月 、9月 、2月 )、 活動報告会 (6月 、1月 )、 PR.■MES社の企画広告『 Ap」
Dl・

“
m』 への参加 (4月 )等を実施した。また、本部事務所移転に伴い、ウェブサイ ト、リー

フレット等の住所変更を行った。

・ 関西事務所においては、2025年 11月 1日 から 15日 まで「第 17回講演会・写真展」を 電ヽB
形式で開催した。2026年 2月 には「第 33回ワン・ワールド・フェスティバル」にブース出展

し、広報活動を行うと共に、他団体との交流を図った。

7. 2025」壁三基E2璧笙

外務省補助金案件の一般管理費相当分を今期計上できたこと、BHN人材育成プログラムヘの

特定寄付金が得られたこと、ポイン ト寄付の最後となる大日入金があったこと等により、経常

収益 451,351千円 (予算比 98%)、 経常費用 426,761千 円 (予算比 96%)、 当期経常増減額

24,590千円 (予算比+8,477千円)、 当期正味財産増減額 24,627千 円 (予算比+8,584千円)、 次

期繰越正味財産額 231,196千 円となった。

(重要な後発事象 )

2026年 5月 1日 、当法人は 1億円の特定目的寄付金を受領した。本寄付金は翌事業年度以降の

事業活動に使用予定であり、当期の財務諸表には影響を及ぼさないが、今後の事業運営及び財

政状態に重要な影響を及ぼすものである。

以上

＾
０
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活 動 計 算 書

特 テ レコム
△

[税込](単位 :円 )
自 20%年 4月 1日  至 2026年 3月 31日

451,351,042

経常収益

【受取会費】
正会員会費
賛助会員会費
【受取寄付金】
受取寄付金
受取一般ホ・イント寄附
受取特定目的ホ

・
イント

受取特定目的寄附
募金収入
【受取助成金等】
受取助成金
受取補助金

I事業収益】
受託事業収益

【その他収益】
受取 利息
雑 収 益
為替差益

経常収益 計
【経常費用】
【事業費】
(人件費)
給料 手当(事業)
賞与(事業)

現地補助給料 (事業)
法定福利費(事業)

通 勤 費 (事業)
人件費計

(その他経費)
業務委託費(事業)
支払報酬 (事業)

諸 謝 金 (事業)
会 議 費 (事業)
旅費交通費 (事業)

通信運搬費 (事業)

消耗品 費 (事業)
修 繕 費 (事業)
水道光熱費(事業)

支援用機材費(事業)

賃 借 料 (事業)
保 険 料 (事業)
租税 公課 (事業)
研 修 費(事業)
支払手数料 (事業)

支払寄付金 (事業)
雑   費 (事業)
雑損失〈事業)

為替差損 (事業)
その他経費計
事業費 計

日

【

36,586,000
541.000

1,677,332

3,528,516
6,097,311

6.170.000

1,400

4,303,150
374,816,036

178,393

50,061

11,251,072

37,127,000

17,474,559

379,119,186

6,150,771

11 479 526

16,775,953

2,360,106

17,705,633

105,555

174,280

37,121,527

4,751,369
5,141,802

530,401

34,430
12,176,541

1,772,430

1,413,656

273,093

177,030

294,559,465
2,023,690

566,697

27,270

9,249,610

908,882
3,550,000
240,162

140,790

2,030,876

339,568,194
376,689,721



活 動 計 算 書

テ レコム 自 2025

[税込](単位 :円 )
4月 1日  至 2026年 3月 31日

科 目

900,000
17,465,082

3,640,948

3,729,798

392,051

247,360

9,938

26.385,177

726,000

1,400

10,000

520,944

1,364,322

1,543,912

1,667,048

118,065

6,074,976
696,457
25,950
26,317

1,803,433

18,800

2,114,817

6,789,310
137,869

46,500

23,686,120
50,071,297

24,590,024

773,607

667 116

42 761 018

773,607

667,116

24,696.515
70,000

24,626,515

206,569,407

231.195,922

【管理費】
(人件費)

役員 報酬 (管理)
給料 手当 (管理)
賞与 (管理)
法定福利費 (管理)
退職給付費用 (管理)
通 勤 費 (管理)
福利厚生費(管理)
人件費計
(その他経費)
支払報酬 (管理)
会 議 費 (管理)
諸謝金 (管理)
旅費交通費(管理)
通信運搬費 (管理)
消耗品 費 (管理)
修 繕 費 (管理)
水道光熱費 (管理)

賃 借 料 (管理)
広告活動費 (管理)

新聞図書費 (管理)
保 険 料 (管理)
諸 会 費 (管理)
租税 公課 (管理)
支払手数料 (管理)

業務委託費 (管理)

雑   費 (管理)
雑損失 (管理)
その他経費計

管理費 計
経常費用 計
当期経常増減額

I経常外収益】
過年度損益修正益

経常外収益 計
【経常外費用】
過年度損益修正損

経常外費用 計
税引前当期正味財産増減額
.法人税、住民税及び事業税
当期正味財産増減額
前期繰越正味財産額

次期繰越正味財産額



貸 借 対 照 表
特定非営利活動法人BHNテ レコム支援協議会
全事

[税込](単位 :円 )
2026 31日3

科 目

39,186.012
291,790,918
4,739,289
335,716,219

4,943,186

4,943,186

772,780

321,378

1,094,158

140,000

45,392.393
45,532,393

341,753,563

153,819,288

4 532 393

270 746

156,090,034

231 195 922

1,430,122

122,485,431

29,833,735
70,000

2,270,746

206,569,407

24,626,515

387.285、 956

《資産の部》
【流動資産】
(現金・預金 )

現   金
普通 預金
ゆうちょ銀行

現金・預金 計

(売上債権)

未収入金

売上債権 計

(その他流動資産)

前払 費用
仮 払 金
その他流動資産 計
流動資産合計

【固定資産】
(無形固定資産)

電話加入権

特定資産

無形固定資産 計
固定資産合計

資産合計

《負債の部》

【流動負債】
未 払 金
前 受 金
預 り 金

未払法人税等

流動負債合計

【固定負債】
退職給付引当金

固定負債合計
負債合計

《正味財産の部》
前期繰越正味財産
当期正味財産増減額
正味財産合計
負債及び正味財産合計

金 4

387_285.956



財務諸表の注記
特定非営利活動法人B田テレコム支援協議会 2026年 3月 31曰 現在

1.重要な会計方針
財務諸表の作成は、NPO法人会計基準 (2010年 7月 20日  2017年 12月 12日最終改正 NPO法 人会計基準協議会)
によつています。

(1).固定資産の償却方法
固定資産の償却方法は、定額法によつています。
(2).引 当金の計上基準
退職給付引当金:従業員の退職給付に備えるため、当期末における退職給与債務に基づき当期末に発生していると認められる金額を
計上しています。なお退職給付債務は期末自己都合要支給額に基づいて計算しています。
(3).消費税等の会計処理
消費税等の会計処理は、税込金額で計算しています。

2.事業別損益の状況
事業別損益の状況は別紙のとおりです。
前期繰越正味財産のうち、終了したプロジェクトにかかる工味財産については、管理目的の終了に伴い一般正味財産に振替しています。

3.使途が制約された寄附金等の内訳
【使途等が制約された寄付等の内訳】
使途等が制約された寄附等 (寄附金・助成金・補助金)の内訳は以下の通りです。
当法人の一般正味財産は231,195,922円 ですが、そのうち78,138,831円 は国内災害iCT支援活動やBm桑原基金寄附講座・
奨学金制度他で使用される財産です。また固定資産として140,000円 の電話加入権があります。
結果、使途が制約されていない一般正味財産は152,917,091円です。

1.228. 133 」●.lt.i511_
国内災害ICT支援活動拠
点不外,―ク事業

24,746,338 6.097.311

6.13o.9225,630,922 500.000

6.OOO.000BHN人材育成事業

11,.ヽ .:1 !,」
当期受入額30.965,951円 との差額
14.134,662円 は前受金に計上しております.

ミャンマー防災支援事
業(9次 )

1=|「  =、
‐
 ●Ⅲl

当期受入額144,954,7,4円 との差額
7.267,140円 は外務省へ返金予定により

預り奎に計上しております。

ミャンマー紛争被害者
支援事業 0連6期 )

当期受入額H4.329,356円 との差額
10.477.705円 は外務省へ返金予定により

預り金に計上しております.

ミャンマー紛争被害者
支援事業 (N連 7期 )

103.851,651

外務省への返金差額667.116円 は過年度損益修
正損に計上しております。

ミャンマー避難民キャ
ンプ (タイ国ターク県)

当期受入燎127,793.168円 との差額
11."l.126円は外務省へ返金予定により
預り金に計上しております。

ミャンマー避難民食糧
支援2(タ イ国ターク県)

当期受入額96.230.233円 との差額
96.186,815円 は前受金に計上しております。

ミャンマー避難民食糧
支援3(タ イ国ターク県)

43.418

当期受入額5,463,665円 との差額
1,160,515円 は前受金に計上しております。

| ^・■||・ |■
■ .:・_`

4.303.150

当期事業費を特定贅産 (積立預金・指定)から

取り崩しております。51,488,865 6.095.972 45.392.393

301.'16 198 395.443.292合計 81.865.625

1 1(,.001電話加 入権 140,000

|11)|)10合 計 110.000

備 考
| 丙 蓉 :|い 首″忘

|   |
1 60000001

|

16師 2921

|   |
110輌

65‖

|

116“2‐21

[

434181

|   |
1 43031501



事業費の内訳 (別紙 )
特定非営利活動法人B圏テレコム支援協議会 2026年 3月 31日 現在

社会開発支援〔急人道支 人材 育成支援 その他争栗 争業部計 全 事 業 所

正 0 0 0 0

0

0

0

0

0

0

6.000 000

12 097 311
4 303 150

374 816.036
379 119 186

36586 00
36.100.000

486.0

171 00

36.586.000

法人正会員 36.100.000

486.000

541 000

法人会員 370.000
171.000

37.127.000

13.0

138 32

170 000

5.37,.248

1.677.302

一般寄附金 1 525 500

マンスリー 13.000

138.832

ホイント 3 528 516
6.097.311

6.170 000
1.400

ント 6.097.311

入

6.097.311 6.000.000 17.4,4.559

受取助成金 4.303.150

374.816.030 374.316.036

受取助成金等 計 379.119.186 379 119 18

6.150 7711,325.771 4.825.000

1.325.771 4.825.000 6.150.771 6.150,7,1

178.393

50 061

11.251.072

取 利 0

50.041

9 671 440
9 721 481

407 088 ,49
37 121 527

178.390

雑 収 益 50.040 20
1 579 32

の 9.671,441 50.040 1.758.045 11.479.526

096.213.709 10.826.000 50.040 44.262.293 451.351.042

510.511 37 121 527

339.568 194の 65.183 339.568.194

354.571.330 21.542.697 575.694 376.689.721 376.689721

26.385.177 26.385.177

の 23.686.120 23.686.120

50.071.297 50.071.297

用 354.571.330 21.542.697 575 694 376.689.721 50.071.297 426.761.018
41.642.379 -10.717.697 -525654 30.399.028 -5.809.004 24.590.024

773.607過年度損益修正益 773606 773606
773.606 773.606 1

0

-5.309.003

-5 79 03

773.607

過年度損益修正誓 667.116 667.116 667.116

経常外費用 言 667.116 667.116 667.116

税引前当期正味財産増彗減額 41.748.869 -10.717.697 -525.654 30.505.510 24.696.515

法人税、住民税及び
=
ヨ業税 70.000

当期正味財産増減喀 41.748.869 -10.717.697 -525.654 30.505.518 24 626 515

前期繰越正味財産i 13.582.255 -289.752 -36.116.502 -11.416.239 -34.240.238 65.649.979
59.770.976

206.669.407

次期繰越正味財産 3 55.331.124 -289.752 -46.834.199 -11,941.803 -3.734,720 231.195 922
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財 産 目 録
特定非営利活動法人BHNテ レコム支援協議会
全

[税込](単位 :円 )
3 31

387,285,956

の

【流動資産】
(現金・ 預金 )

現   金
JPV
USD

普通 預金
みずほ/上野本部
みずほ/上野・関西事務所
みずほ/新宿中・お宝

みずほ/新宿西・熊本事務所
三菱/新宿中・本部
三菱/新宿中央MK6

三菱/新宿中央N D8
三菱/新宿中央マーシャル

三菱/新宿中JPF能登半島災害支援
三菱/新宿中央広島事務所
三菱/新宿中央東松島
三菱/新宿中央フィリヒ

・ン

三菱/新宿中央WTH3
三菱/新宿中央北陸事務所
三菱/新宿中央Ⅲ7

三菱/新宿中央WT鯰
三菱/新宿中央USS

桑原基金寄付講座

ゆうちょ銀行

会費・寄附金

現金・預金 計
(売上債権)
未収入金

売上債権 計

(その他流動資産)
前払 費用
仮 払 金
人材育成
立替未精算
その他流動資産 計
流動資産合計

【固定資産】
(無形固定資産)

電話加入権
特定資産

積立預金 (桑原基金)①
無形固定資産 計
固定資産合計

資産合計
《負債の部》

【流動負債】
未 払 金
前 受 金
ミャンマーテ・ルタ9次

JPF能登
ミャン‐避難民3期

APT■Elフィリヒ
・
ン

APT―Clマーシャル

》

1,430,122

122,485,431

(14,134,662)

(1,160,515)

(96,186,815)

(5,453,473)

(5,549,966)

科 目

39,186,012

(39,100,796)

(85,216)

291,790,918

(25,109,221)

(49,708)

(521,145)

(134,289)

(48,458,622)

(“ ,033,104)

(24,741,663)

(5,58z136)

(5,463,665)

(744,952)

(771,851)

(5,592,832)

(62,485,437)

(600,000)

(24,867,249)

(21,734,960)

(24,292,477)

(△ 45,392,393)

4,739,289

(4,739,289)
335,716,219

4,943,186

4,943,186

772,780
321,378

(180,000)
(141,3?8)
1,094,158

140,000

45,392,393

(45,392,393)
45,532,393

341,753,563

532,3934

金 |



財 産 目 録
特定非営利活動法人BHNテ レコム支援協議会
全

[税込](単位 :円 )
202 313

科 目

29,833,735

(35,653)

(216,751)

(102,700)

(113,957)

(77,297)

(142,740)

(8,666)

(7,267,140)

(10,477,705)

(11,391,126)
70,000

2,270,746

153,819,288

2,270,746

156,090,034

231,195,922

預 り 金

給料源泉税

報酬源泉税

住民税

雇用保険

健康保険料

厚生年金保険料

介護保険料

ミャンマーN連 6期

ミャンマ州連7期

ミャ″―避難民2期

未払法人税等

流動負債合計

【固定負債】
退職給付引当金
固定負債合計
負債合計

正味財産



書式第 18号 (法第28条関係)

令和7年度 年間役員名簿

令和7年4月 1日 から  令和8年3月 31日 まで

特定非営利活動法人BHNテ レコム支援協議会

役 名 氏   名 就任期間 報酬を受けた

期  間

理事 赤羽根 靖隆
7年4月 1日

～8年3月 31日

年 月 日

～ 年 月 日

理事 浅沼 秀夫
7年7月 1日

～8年3月 31日

年 月 日

～ 年 月 日

理事 有馬 修二
7年4月 1日

～8年3月 31日

年 月 日

年 月 日

理事 石井 義則
7年4月 1日

～8年3月 31日

年 月 日

年 月 日

理事 稲生 英男
7年4月 1日

～8年3月 31日

7年7月 1日

～8年3月 31日

理事 井上 友二
7年4月 1日

～8年3月 31日

年 月 日

～ 年 月 日

理事 上田 博正
7年4月 1日

～8年3月 31日

年 月 日

～ 年 月 日

理事 魚部 浩之
7年4月 1日

～8年3月 31日

年 月 日

年 月 日

理事 海野 忍
7年4月 1日

～8年3月 31日

年 月 日
～ 年 月 日

理事 大島 圭介
7年4月 1日

～8年3月 31日

年 月 日

～ 年 月 日

理事 太田 倶吾
7年9月 19日

～8年3月 31日

年 月 日

年 月 日



理事 垣見 隆夫
7年4月 1日

～7年9月 19日

年 月 日

年 月 日

理事 片上 勘次
7年4月 1日

～8年3月 31日

年 月 日

年 月 日

理事 片山 泰詳
7年4月 1日

～8年3月 31日

年 月 日

～ 年 月 日

理事 小師 隆
7年4月 1日

～8年3月 31日

年 月 日

～ 年 月 日

理事 坂下 大
7年4月 1日

～8年3月 31日

年 月 日

年 月 日

理事 佐竹 康雄
7年4月 1日

～7年6月 30日

年 月 日

年 月 日

理事 庄司 哲也
7年4月 1日

～8年3月 31日

年 月 日

～ 年 月 日

理事 鈴木 克彦
7年4月 1日

～7年9月 19日

年 月 日

年 月 日

理事 十川 雅之

    

7年19月 19日

～8年3月 31日

年 月 日

年 月 日

理事 瀧田 浩一
7年4月 1日

～8年3月 31日

年 月 日

年 月 日

理事 土橋 康輔
          

7年4月 1日

～8年3月 31日

年 月 日

年 月 日

理事 富野 岳士
「

7年4月 1日

～8年3月 31日

年 月 日
～ 年 月 日

理事 富保 諄一郎
7年4月 1日

～8年3月 31日

年 月 日

年 月 日

理事 野中 正晴
7年4月 1日

～8年 3月 31日

年 月 日

年 月 日

理事 「

       __

橋本 明
7年4月 1日

～8年3月 31日

年 月 日

年 月 日



理事 藤田 聴
7年4月 1日

～7年 6月 30日

年 月 日

年 月 日

理事 平山 守
7年7月 1日

～8年3月 31日

年 月 日

年 月 日

理事 保谷 秀雄
7年4月 1日

～8年3月 31日

年 月 日

年 月 日

理事 星野 真一
7年4月 1日・

～8年3月 31日

年 月 日

～ 年 月 日

理事 堀井 道子
7年4月 1日

～8年3月 31日

年 月 日

～ 年 月 日

理事 牧 貞夫
7年4月 1日

～8年3月 31日

4`午4月 1日

～4年6月 10日

理事 緑川 卓
7(年 4月 1日

～7年6月 30日

年 月 日

年 月 日

理事 宮川 龍太郎
   

7`甲4月 1日

～8年3月 31日

年 月 日

年 月 日

理事 森本 吉彦
「

7年4月 1日

～8年3月 31日

年 月 日
～ 年 月 日

理事 山下 俊一

  

7`手4月 1日

～8年3月 31日

年 月 日
年 月 日

理事 山下 李
7年4月 1日

～8年3月 31日

年 月 日

～ 年 月 日

理事 昔岡 義博
7年4月 1日

～8年3月 31日

年 月 日
～ 年 月 日

理事 吉松 康夫
7年4月 1日

～8年3月 31日

年 月 日

年 月 日

理事 吉村 美奈子 
7年4月 1日

～8年3月 31日

年 月 日

年 月 日

監事 平川 芳宏
7年4月 1日

～8年3月 31日

年 月 日

年 月 日



監事 宮原 克元
7年4月 1日

～8年3月 31日

年 月 日

～ 年 月 日



社員のうち10人以上の者の名簿

令和8年 3月 31日 現在

特定非営利活動法人BHNテ レコム支援協議会

氏   名

1
稲生 英男

2 海野 忍

3 富野 岳士

4 保谷 秀雄

5
官原 克元

6 山下 学

7 告岡 義博

8
日本電信電話株式会社

代表取締役社長 島田 明

9
株式会社N′Π

｀
ドコモ

代表取締役社長 前田 義晃

10

一般社団法人情報通信ネ ッ トワ

ーク産業協会

会長 森川 博之

 




